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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プラズマ処理装置用の処理容器内に配置されるフォーカスリングにバイアス電位を与え
るよう、前記フォーカスリングの周方向に沿って配置された複数の第１の接続部材を含む
第１の接続部材群と、
　複数の前記第１の接続部材に電気的に接続されたリング状の第１の端子領域と、
　リング状の前記第１の端子領域から離間し、リング状の前記第１の端子領域に電気的に
接続されたリング状の第２の端子領域と、
　リング状の前記第１の端子領域とリング状の前記第２の端子領域とに接続された複数の
第２の接続部材を含む第２の接続部材群と、
を備える給電構造。
【請求項２】
　リング状の前記第1の端子領域は、固定電位が与えられる前記処理容器の内壁面から離
間配置されている、
請求項１に記載の給電構造。
【請求項３】
　前記第１の接続部材群の前記第１の接続部材の位置と、前記第２の接続部材群の前記第
２の接続部材の位置は、平面視において、前記フォーカスリングの周方向に沿ってずれて
いる、
請求項１又は２に記載の給電構造。
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【請求項４】
　容器と、
　前記容器内に設けられた基板支持器と、
　前記基板支持器上に支持されたフォーカスリングと、
　前記フォーカスリングにバイアス電位を与えるよう、前記フォーカスリングの周方向に
沿って配置された複数の第１の接続部材を含む第１の接続部材群と、
　複数の前記第１の接続部材に電気的に接続されたリング状の第１の端子領域と、
　リング状の前記第１の端子領域から離間し、リング状の前記第１の端子領域に電気的に
接続されたリング状の第２の端子領域と、
　リング状の前記第１の端子領域とリング状の前記第２の端子領域とに接続された複数の
第２の接続部材を含む第２の接続部材群と、
を備えるプラズマ処理装置。
【請求項５】
　リング状の前記第1の端子領域は、固定電位が与えられる前記容器の内壁面から離間配
置されている、
請求項４に記載のプラズマ処理装置。
【請求項６】
　前記第１の接続部材群の前記第１の接続部材の位置と、前記第２の接続部材群の前記第
２の接続部材の位置は、平面視において、前記フォーカスリングの周方向に沿ってずれて
いる、
請求項４又は５に記載のプラズマ処理装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示の例示的実施形態は、給電構造及びプラズマ処理装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　プラズマ処理装置が電子デバイスの製造に用いられている。プラズマ処理装置の一種は
、特許文献１に記載されている。特許文献１に記載されたプラズマ処理装置では、フォー
カスリングが、静電チャック上に載置された基板を囲むように配置される。フォーカスリ
ング上でのシースの上端位置を調整するために、直流電圧がフォーカスリングに印加され
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－２５８４１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　プラズマの面内分布を均一化できる給電構造及びプラズマ処理装置が期待されている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　一つの例示的実施形態において、給電構造が提供される。給電構造は、第１の接続部材
群と第１の端子領域とを備えている。第１の接続部材群は、プラズマ処理装置用の処理容
器内に配置されるフォーカスリングにバイアス電位を与えるよう、フォーカスリングの周
方向に沿って配置された複数の第１の接続部材を含む。第１の端子領域は、リング状であ
り、複数の第１の接続部材に電気的に接続されている。給電構造は、リング状の第１の端
子領域から離間し、リング状の第１の端子領域に電気的に接続されたリング状の第２の端
子領域を備えている。給電構造は、リング状の第１の端子領域とリング状の第２の端子領
域とに接続された複数の第２の接続部材を含む第２の接続部材群を備えている。
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【発明の効果】
【０００６】
　一つの例示的実施形態によれば、プラズマの面内分布を均一化できる給電構造及びプラ
ズマ処理装置が提供できる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】一つの例示的実施形態に係るプラズマ処理装置を概略的に示す図である。
【図２】一つの例示的実施形態に係る基板支持器の断面図である。
【図３】一つの例示的実施形態に係る基板支持器の一部拡大断面図である。
【図４】一つの例示的実施形態に係る基板支持器のフォーカスリング用のチャック領域に
おける第１電極及び第２電極のレイアウトを概略的に示す図である。
【図５】図５の（ａ）及び図５の（ｂ）は、一つの例示的実施形態に係る基板支持器の一
部拡大断面図である。
【図６】別の例示的実施形態に係る基板支持器のチャック領域における第１電極及び第２
電極のレイアウトを概略的に示す図である。
【図７】別の例示的実施形態に係る基板支持器のチャック領域における第１電極及び第２
電極のレイアウトを概略的に示す図である。
【図８】一つの例示的実施形態に係る給電構造の平面図である。
【図９】一つの例示的実施形態に係る給電構造の一部を分解して示す斜視図である。
【図１０】一つの例示的実施形態に係る給電構造の縦断面構造を分解して示す図である。
【図１１】給電構造の上部に位置する接続部材を分解して示す斜視図である。
【図１２】給電構造の下部に位置する接続部材の底面図である。
【図１３】別の例示的実施形態に係る給電構造の平面図である。
【図１４】別の例示的実施形態に係る給電構造の一部を分解して示す斜視図である。
【図１５】別の例示的実施形態に係る給電構造の縦断面構造を分解して示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、種々の例示的実施形態について説明する。
【０００９】
　一つの例示的実施形態において、プラズマ処理装置用の基板支持器が提供される。基板
支持器は、第１支持領域、第２支持領域、導電構造、及びホルダーを備える。第１支持領
域は、その上に載置される基板を支持するように構成されている。第２支持領域は、その
上に載置されるフォーカスリングを支持するように構成されている。第２支持領域は、第
１支持領域に対して径方向において外側で周方向に延在している。導電構造は、フォーカ
スリングに接続するように構成されている。導電構造は、導電路及び接続部材を含む。導
電路は、第２支持領域に対して径方向において外側に端子領域を提供し、端子領域から下
方に延びている。接続部材は、フォーカスリングと端子領域とを互いに電気的に接続する
。接続部材は、該接続部材に対して径方向において外側で下方に延在するフォーカスリン
グの面に対面するように端子領域上に配置されている。ホルダーは、接続部材を下方に押
圧し、且つ、接続部材にフォーカスリングの面を押圧させるように、接続部材を保持する
。
【００１０】
　上記例示的実施形態に係る基板支持器では、ホルダーによって接続部材が下方に押圧さ
れるので、接続部材と端子領域との間の確実な電気的接続が実現される。また、接続部材
は、ホルダーによって保持されている状態では、径方向において接続部材の外側に配置さ
れるフォーカスリングの面を押圧する。したがって、接続部材とフォーカスリングとの間
の確実な電気的接続が実現される。また、接続部材がフォーカスリングの面を押圧する方
向は、チャック領域とフォーカスリングとの間で発生する静電引力が発揮される方向に略
直交する方向である。したがって、フォーカスリングを保持する静電引力に対抗する力の
発生を抑制しつつフォーカスリングに接続することが可能な電気的パスが提供される。こ
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の基板支持器によれば、フォーカスリングは第２支持領域に安定的に保持される。
【００１１】
　一つの例示的実施形態において、接続部材は、第１部分及び第２部分を有していてもよ
い。第１部分は、フォーカスリングの上記面に対面する。第２部分は、第１部分の下部に
連続して、第１部分から径方向において外側に延在する。ホルダーは、第２部分を下方に
押圧するように接続部材を保持する。この実施形態によれば、第２部分が下方に押圧され
ることにより、第１部分が径方向において外側に力を発揮する。
【００１２】
　一つの例示的実施形態において、基板支持器は、導電部材を更に有していてもよい。導
電部材は、弾性を有し、接続部材と端子領域との間で挟持される。
【００１３】
　一つの例示的実施形態において、基板支持器は、別の導電部材を更に有していてもよい
。この導電部材は、弾性を有し、接続部材とフォーカスリングの上記面との間で挟持され
る。
【００１４】
　一つの例示的実施形態において、基板支持器は、フォーカスリングを更に備えていても
よい。
【００１５】
　一つの例示的実施形態において、フォーカスリングは、第１環状部及び第２環状部を有
していてもよい。第１環状部は、環状且つ板状をなし、第２支持領域上に配置される。第
２環状部は、フォーカスリングの上記面を含み、接続部材に対面するように第１環状部か
ら下方に延在する。
【００１６】
　一つの例示的実施形態において、ホルダーは、絶縁性を有していてもよい。接続部材は
、フォーカスリングとホルダーとによって遮蔽されてもよい。この実施形態によれば、接
続部材が、プラズマから保護される。
【００１７】
　一つの例示的実施形態において、第２支持領域は、チャック領域を含んでいてもよい。
チャック領域は、フォーカスリングを静電引力により保持するように構成されている。こ
の実施形態によれば、フォーカスリングは、第２支持領域のチャック領域に強固に保持さ
れる。
【００１８】
　一つの例示的実施形態において、チャック領域とフォーカスリングとの間に伝熱ガスを
供給するためのガスラインが第２支持領域を通っていてもよい。この実施形態によれば、
互いに接触している第２支持領域とフォーカスリングとの間での熱交換が促進される。
【００１９】
　別の例示的実施形態において、プラズマ処理装置が提供される。プラズマ処理装置は、
チャンバ、基板支持器、高周波電源、及び別の電源を備える。基板支持器は、チャンバ内
において基板及びフォーカスリングを支持するように構成されている。高周波電源は、基
板支持器の下部電極に電気的に接続されている。別の電源は、チャンバの外側で導電構造
に電気的に接続されている。別の電源は、フォーカスリングに負極性の電圧を印加するよ
うに構成されている。
【００２０】
　更に別の例示的実施形態において、プラズマ処理装置用の基板支持器が提供される。基
板支持器は、第１支持領域、第２支持領域、及び導電構造を備える。第１支持領域は、そ
の上に載置される基板を支持するように構成されている。第２支持領域は、その上に載置
されるフォーカスリングを支持するように構成されている。第２支持領域は、第１支持領
域に対して径方向において外側で周方向に延在する。導電構造は、フォーカスリングに接
続するように構成されている。導電構造は、導電路及び接続部材を含む。導電路は、端子
領域を提供する。接続部材は、フォーカスリングと端子領域とを互いに電気的に接続する
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。接続部材は、該接続部材に対して径方向において外側で下方に延在するフォーカスリン
グの面に対面するように端子領域上に配置される。接続部材は、端子領域を押圧し、且つ
、フォーカスリングを押圧する。
【００２１】
　更に別の例示的実施形態において、フォーカスリングが提供される。フォーカスリング
は、第１環状部及び第２環状部を備える。第２環状部は、第１環状部の外周部から下方に
延在する。
【００２２】
　一つの例示的実施形態において、給電構造が提供される。給電構造は、第１の接続部材
群と第１の端子領域とを備えている。第１の接続部材群は、プラズマ処理装置用の処理容
器内に配置されるフォーカスリングにバイアス電位を与えるよう、フォーカスリングの周
方向に沿って配置された複数の接続部材からなる。第１の端子領域は、リング状であり、
複数の接続部材に電気的に接続されている。
【００２３】
　フォーカスリングにバイアス電位を与える際、バイアス電位の供給線にプラズマ発生用
の高周波が重畳される。バイアス電位の供給線が１本である場合、重畳した高周波が供給
線に流れ、プラズマの面内分布に偏りが生じる。そこで、本形態においては、複数の接続
部材をフォーカスリングの周方向に沿って配置し、これらの接続部材をリング状の第１の
端子領域に電気的に接続することで、接続部材を介して流れる高周波の周方向分布を均一
化した。これにより、面内のプラズマの偏分布を抑制することができる。
【００２４】
　一つの例示的実施形態において、第1の端子領域は、固定電位が与えられる処理容器の
内壁面から離間配置されている。バイアス電位が与えられる供給線としての第1の端子領
域は、処理容器の電位の影響を受ける。処理容器の電位は、グランド電位などの固定電位
に設定されている。したがって、リング状の第1の端子領域を、処理容器の内壁面から離
間配置すると、周方向に亘って第1の端子領域の電位が安定化する。これにより、面内の
プラズマの偏分布をさらに抑制することができる。
【００２５】
　一つの例示的実施形態において、給電構造は、第１の端子領域から離間し、第１の端子
領域に電気的に接続されたリング状の第２の端子領域と、第１の端子領域と第２の端子領
域と接続する複数の接続部材からなる第２の接続部材群とを備えている。
【００２６】
　この構造においては、リング状の第２の端子領域と複数の接続部材からなる第２の接続
部材群を備えているので、リング状の第１の端子領域及び第１の接続部材群の場合と同様
に、これを流れる高周波の周方向分布を均一化することができる。このように、リング状
の端子領域を多段構成とすると、面内のプラズマの偏分布をさらに抑制することができる
。
【００２７】
　一つの例示的実施形態において、第１の接続部材群の接続部材の位置と、第２の接続部
材群の接続部材の位置は、平面視において、フォーカスリングの周方向に沿ってずれてい
る。これにより、第1の接続部材群の接続部材を流れる電流分布と、第２の接続部材群の
接続部材を流れる電流分布とは、平面視において、周方向にずれることになるので、面内
における全体の電流分布は均一化される。これにより、面内のプラズマの偏分布をさらに
抑制することができる。
【００２８】
　一つの例示的実施形態において、プラズマ処理装置は、開示された何れかの給電構造を
備えることができる。プラズマ処理装置によれば、面内のプラズマの偏分布を抑制するこ
とができる。
【００２９】
　以下、図面を参照して種々の例示的実施形態について詳細に説明する。なお、各図面に
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おいて同一又は相当の部分に対しては同一の符号を附すこととする。
【００３０】
　図１は、一つの例示的実施形態に係るプラズマ処理装置を概略的に示す図である。図１
に示すプラズマ処理装置１は、容量結合型のプラズマ処理装置である。プラズマ処理装置
１は、チャンバ１０を備えている。チャンバ１０は、その中に内部空間１０ｓを提供して
いる。一実施形態において、チャンバ１０は、チャンバ本体１２を含んでいる。チャンバ
本体１２は、略円筒形状を有している。内部空間１０ｓは、チャンバ本体１２の中に提供
されている。チャンバ本体１２は、例えばアルミニウムから構成されている。チャンバ本
体１２は電気的に接地されている。チャンバ本体１２の内壁面、即ち、内部空間１０ｓを
画成する壁面には、耐プラズマ性を有する膜が形成されている。この膜は、陽極酸化処理
によって形成された膜又は酸化イットリウムから形成された膜といったセラミック製の膜
であり得る。
【００３１】
　チャンバ本体１２の側壁には通路１２ｐが形成されている。基板Ｗは、内部空間１０ｓ
とチャンバ１０の外部との間で搬送されるときに、通路１２ｐを通過する。この通路１２
ｐの開閉のために、ゲートバルブ１２ｇがチャンバ本体１２の側壁に沿って設けられてい
る。
【００３２】
　チャンバ１０の中には、基板支持器１６が設けられている。基板支持器１６は、その上
に載置された基板Ｗを支持するように構成されている。基板Ｗは、略円盤形状を有する。
基板支持器１６は、下部電極１８及び基板用のチャック領域２０を有する。下部電極１８
は、アルミニウムといった導電性材料から形成されており、略円盤形状を有している。チ
ャック領域２０は、下部電極１８上に設けられている。チャック領域２０は、その上に載
置される基板Ｗとチャック領域２０との間に発生する静電引力により、基板Ｗを保持する
ように構成されている。基板支持器１６の詳細については、後述する。
【００３３】
　プラズマ処理装置１は、上部電極３０を更に備え得る。上部電極３０は、基板支持器１
６の上方に設けられている。上部電極３０は、絶縁部材３２と共にチャンバ本体１２の上
部開口を閉じている。上部電極３０は、この絶縁部材３２を介してチャンバ本体１２の上
部に支持されている。
【００３４】
　上部電極３０は、天板３４及び支持体３６を含んでいる。天板３４の下面は、内部空間
１０ｓを画成している。天板３４には、複数のガス吐出孔３４ａが形成されている。複数
のガス吐出孔３４ａの各々は、天板３４を板厚方向（鉛直方向）に貫通している。この天
板３４は、限定されるものではないが、例えばシリコンから形成されている。或いは、天
板３４は、アルミニウム製の部材の表面に耐プラズマ性の膜を設けた構造を有し得る。こ
の膜は、陽極酸化処理によって形成された膜又は酸化イットリウムから形成された膜とい
ったセラミック製の膜であり得る。
【００３５】
　支持体３６は、天板３４を着脱自在に支持している。支持体３６は、例えばアルミニウ
ムといった導電性材料から形成されている。支持体３６の内部には、ガス拡散室３６ａが
設けられている。ガス拡散室３６ａからは、複数のガス孔３６ｂが下方に延びている。複
数のガス孔３６ｂは、複数のガス吐出孔３４ａにそれぞれ連通している。支持体３６には
、ガス導入ポート３６ｃが形成されている。ガス導入ポート３６ｃは、ガス拡散室３６ａ
に接続している。ガス導入ポート３６ｃには、ガス供給管３８が接続されている。
【００３６】
　ガス供給管３８には、ガスソース群４０が、バルブ群４１、流量制御器群４２、及びバ
ルブ群４３を介して接続されている。ガスソース群４０、バルブ群４１、流量制御器群４
２、及びバルブ群４３は、ガス供給部を構成している。ガスソース群４０は、複数のガス
ソースを含んでいる。バルブ群４１及びバルブ群４３の各々は、複数のバルブ（例えば開
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閉バルブ）を含んでいる。流量制御器群４２は、複数の流量制御器を含んでいる。流量制
御器群４２の複数の流量制御器の各々は、マスフローコントローラ又は圧力制御式の流量
制御器である。ガスソース群４０の複数のガスソースの各々は、バルブ群４１の対応のバ
ルブ、流量制御器群４２の対応の流量制御器、及びバルブ群４３の対応のバルブを介して
、ガス供給管３８に接続されている。プラズマ処理装置１は、ガスソース群４０の複数の
ガスソースのうち選択された一以上のガスソースからのガスを、個別に調整された流量で
、内部空間１０ｓに供給することが可能である。
【００３７】
　基板支持器１６の後述する筒状部９７とチャンバ本体１２の側壁との間には、バッフル
プレート４８が設けられている。バッフルプレート４８は、例えば、アルミニウム製の部
材に酸化イットリウム等のセラミックを被覆することにより構成され得る。このバッフル
プレート４８には、多数の貫通孔が形成されている。バッフルプレート４８の下方におい
ては、排気管５２がチャンバ本体１２の底部に接続されている。この排気管５２には、排
気装置５０が接続されている。排気装置５０は、自動圧力制御弁といった圧力制御器、及
び、ターボ分子ポンプなどの真空ポンプを有しており、内部空間１０ｓを減圧することが
できる。
【００３８】
　プラズマ処理装置１は、一つ以上の高周波電源を更に備える。一実施形態において、プ
ラズマ処理装置１は、高周波電源６１を更に備え得る。高周波電源６１は、プラズマ生成
用の高周波電力ＨＦを発生する電源である。高周波電力ＨＦは、２７～１００ＭＨｚの範
囲内の周波数、例えば４０ＭＨｚ又は６０ＭＨｚの周波数を有する。高周波電源６１は、
高周波電力ＨＦを下部電極１８に供給するために、整合器６３を介して下部電極１８に接
続されている。整合器６３は、高周波電源６１の出力インピーダンスと負荷側（下部電極
１８側）のインピーダンスを整合させるための整合回路を有している。なお、高周波電源
６１は、下部電極１８に電気的に接続されていなくてもよく、整合器６３を介して上部電
極３０に接続されていてもよい。
【００３９】
　一実施形態において、プラズマ処理装置１は、高周波電源６２を更に備え得る。高周波
電源６２は、基板Ｗにイオンを引き込むためのバイアス高周波電力、即ち高周波電力ＬＦ
を発生する電源である。高周波電力ＬＦの周波数は、高周波電力ＨＦの周波数よりも低い
。高周波電力ＬＦの周波数は、４００ｋＨｚ～１３．５６ＭＨｚの範囲内の周波数であり
、例えば、４００ｋＨｚである。高周波電源６２は、高周波電力ＬＦを下部電極１８に供
給するために、整合器６４を介して下部電極１８に接続されている。整合器６４は、高周
波電源６２の出力インピーダンスと負荷側（下部電極１８側）のインピーダンスを整合さ
せるための整合回路を有している。
【００４０】
　このプラズマ処理装置１では、内部空間１０ｓにガスが供給される。そして、高周波電
力ＨＦ及び／又は高周波電力ＬＦが供給されることにより、内部空間１０ｓの中でガスが
励起される。その結果、内部空間１０ｓの中でプラズマが生成される。生成されたプラズ
マからのイオン及び／又はラジカルといった化学種により、基板Ｗが処理される。
【００４１】
　プラズマ処理装置１は、制御部ＭＣを更に備える。制御部ＭＣは、プロセッサ、記憶装
置、入力装置、表示装置等を備えるコンピュータであり、プラズマ処理装置１の各部を制
御する。具体的に、制御部ＭＣは、記憶装置に記憶されている制御プログラムを実行し、
当該記憶装置に記憶されているレシピデータに基づいてプラズマ処理装置１の各部を制御
する。制御部ＭＣによる制御により、レシピデータによって指定されたプロセスがプラズ
マ処理装置１において実行される。
【００４２】
　以下、図１と共に図２及び図３を参照して、基板支持器１６について詳細に説明する。
図２は、一つの例示的実施形態に係る基板支持器の断面図である。図３は、一つの例示的
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実施形態に係る基板支持器の一部拡大断面図である。上述したように、基板支持器１６は
、下部電極１８及びチャック領域２０を有している。
【００４３】
　下部電極１８内には、流路１８ｆが形成されている。流路１８ｆは、熱交換媒体用の流
路である。熱交換媒体としては、液状の冷媒、或いは、その気化によって下部電極１８を
冷却する冷媒（例えば、フロン）が用いられる。流路１８ｆには、熱交換媒体の供給装置
７０（例えば、チラーユニット）が接続されている。流路１８ｆには、供給装置７０から
配管を介して熱交換媒体が供給される。流路１８ｆに供給された熱交換媒体は、別の配管
を介して供給装置７０に戻される。
【００４４】
　基板支持器１６は、第１支持領域１６１及び第２支持領域１６２を有する。第１支持領
域１６１は、その上に載置される基板Ｗを支持するように構成されている。第１支持領域
１６１は、下部電極１８及びチャック領域２０から構成されている。即ち、第１支持領域
１６１は、下部電極１８の一部及びチャック領域２０を含む。第１支持領域１６１の中心
軸線である軸線ＡＸは、鉛直方向に延びる軸線である。第１支持領域１６１は、平面視に
おいて略円形をなしている。
【００４５】
　チャック領域２０は、下部電極１８上に設けられている。チャック領域２０は、略円盤
形状を有する。チャック領域２０は、接合領域２１を介して下部電極１８の上面に接合さ
れている。接合領域２１は、例えば接着剤から形成されている。
【００４６】
　チャック領域２０は、本体２０ｍ及び電極２０ｅを有する。本体２０ｍは、略円盤形状
を有している。本体２０ｍは、窒化アルミニウムといった誘電体から形成されている。電
極２０ｅは、膜状の電極である。電極２０ｅは、本体２０ｍ内に設けられている。電極２
０ｅは、導線５４を介して直流電源５３に電気的に接続されている。電極２０ｅは、導線
５４及びスイッチ５５を介して直流電源５３に電気的に接続されていてもよい。
【００４７】
　チャック領域２０の上面の上には、基板Ｗが載置される。直流電源５３からの電圧が電
極２０ｅに印加されると、基板Ｗとチャック領域２０との間で静電引力が発生する。発生
した静電引力により、チャック領域２０は基板Ｗを保持する。
【００４８】
　一実施形態において、プラズマ処理装置１は、伝熱ガス供給系を備え得る。伝熱ガス供
給系は、伝熱ガス、例えばＨｅガスを、基板Ｗとチャック領域２０との間に供給するよう
に構成されている。一実施形態において、伝熱ガス供給系は、伝熱ガスのソース７２を有
する。ソース７２には、ガスライン７３が接続されている。ガスライン７３からはガスラ
イン７４が分岐している。ガスライン７４は、ソース７２からの伝熱ガスを基板Ｗとチャ
ック領域２０との間に供給するよう、延びている。
【００４９】
　第２支持領域１６２は、その上に載置されるフォーカスリングＦＲを支持するように構
成されている。第２支持領域１６２は、軸線ＡＸに対して径方向において第１支持領域１
６１の外側で延在している。第２支持領域１６２は、軸線ＡＸの周りで周方向に延在して
いる。第２支持領域１６２は、平面視において環状をなしている。
【００５０】
　第２支持領域１６２は、下部電極１８、フォーカスリング用のチャック領域２２、及び
接合領域２３から構成されている。即ち、第２支持領域１６２は、下部電極１８の別の一
部、即ち下部電極１８の周縁部分、チャック領域２２、及び接合領域２３を含む。チャッ
ク領域２２は、下部電極１８の周縁部の上方に設けられている。チャック領域２２は、チ
ャック領域２０を取り囲むように周方向に延在している。接合領域２３は、絶縁性を有し
、チャック領域２２と下部電極１８との間に設けられている。一例では、接合領域２３は
、チャック領域２２を下部電極１８の上面に接合する接着剤である。
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【００５１】
　以下、図１～図３に加えて図４、図５の（ａ）、及び図５の（ｂ）を参照する。図４は
、一つの例示的実施形態に係る基板支持器のフォーカスリング用のチャック領域における
第１電極及び第２電極のレイアウトを概略的に示す図である。図５の（ａ）及び図５の（
ｂ）の各々は、一つの例示的実施形態に係る基板支持器の一部拡大断面図である。図５の
（ａ）は、第１電極と第１導線との接続箇所を含む基板支持器の一部を拡大して示してい
る。図５の（ｂ）は、第２電極と第２導線との接続箇所を含む基板支持器の一部を拡大し
て示している。
【００５２】
　チャック領域２２は、その上に載置されるフォーカスリングＦＲを保持するように構成
されている。フォーカスリングＦＲは、導電性を有する材料を含む。フォーカスリングＦ
Ｒは、例えばシリコン又は炭化ケイ素から形成されている。フォーカスリングＦＲは、平
面視において環形状を有している。プラズマ処理装置１では、基板Ｗは、チャック領域２
０上且つフォーカスリングＦＲによって囲まれた領域内に配置される。
【００５３】
　チャック領域２２は、本体２２ｍ、第１電極２２１、及び第２電極２２２を有する。本
体２２ｍは、板状をなしており、内縁及び外縁によって規定される環形状を有している。
本体２２ｍは、窒化アルミニウムといった誘電体から形成されている。なお、本体２２ｍ
の内縁及び外縁は、チャック領域２２の内縁及び外縁である。第２支持領域１６２の内側
境界１６２ａは、チャック領域２２の内縁を含む筒形状を有している。第２支持領域１６
２の外側境界１６２ｂは、チャック領域２２の外縁を含む筒形状を有している。
【００５４】
　第１電極２２１及び第２電極２２２は、膜状の電極である。第１電極２２１及び第２電
極２２２は、本体２２ｍ内に設けられている。第１電極２２１及び第２電極２２２は、軸
線ＡＸの周りで周方向に延在している。第１電極２２１は、第２電極２２２の内側で延在
している。第１電極２２１と第２電極２２２は、互いに離間している。第１電極２２１及
び第２電極２２２は、互いに同一又は略同一の面積を有していてもよい。第１電極２２１
及び第２電極２２２が互いに同一又は略同一の面積を有する場合には、静電引力を最大化
することができる。
【００５５】
　基板支持器１６は、第１導線８１及び第２導線８２を更に有している。第１導線８１は
、第１電極２２１を直流電源８３に電気的に接続している。第１電極２２１は、第１導線
８１及びスイッチ８５を介して直流電源８３に電気的に接続されていてもよい。第２導線
８２は、第２電極２２２を直流電源８４に電気的に接続している。第２電極２２２は、第
２導線８２及びスイッチ８６を介して直流電源８４に電気的に接続されていてもよい。
【００５６】
　チャック領域２２の上面の上には、フォーカスリングＦＲが載置される。第１電極２２
１と第２電極２２２との間に電位差が生じるように、直流電源８３及び直流電源８４から
第１電極２２１及び第２電極２２２にそれぞれ電圧が印加されると、静電引力が発生する
。発生した静電引力により、チャック領域２２はフォーカスリングＦＲを保持する。
【００５７】
　一実施形態において、上述した伝熱ガス供給系は、伝熱ガスを、フォーカスリングＦＲ
とチャック領域２２との間に供給するように更に構成されている。ガスライン７３からは
、ガスライン７５が更に分岐している。ガスライン７５は、ソース７２からの伝熱ガスを
フォーカスリングＦＲとチャック領域２２との間に供給するよう、延びている。ガスライ
ン７５は、部分的に第２支持領域１６２を通って、延びている。この実施形態では、伝熱
ガスにより、第２支持領域１６２（即ちチャック領域２２）とフォーカスリングＦＲとの
間での熱交換が促進される。
【００５８】
　図５の（ａ）に示すように、第１導線８１は、接合領域２３を通って第１電極２２１に
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接続されている。図５の（ｂ）に示すように、第２導線８２は、接合領域２３を通って第
２電極２２２に接続されている。第１導線８１及び第２導線８２は、接合領域２３内で鉛
直方向に延びている。なお、第１導線８１及び第２導線８２の各々は、更に下部電極１８
を通って延びていてもよい。第１導線８１及び第２導線８２の各々は、下部電極１８内で
は、下部電極１８から電気的に分離される。第１導線８１及び第２導線８２の各々は、下
部電極１８内では、絶縁体によって囲まれていてもよい。
【００５９】
　第１導線８１及び第２導線８２は、接合領域２３内で、第２支持領域１６２の内側境界
１６２ａ及び外側境界１６２ｂよりも、中央部１６２ｃの近くで延在している。第１導線
８１及び第２導線８２は、中央部１６２ｃ上で延在していてもよい。中央部１６２ｃは、
第２支持領域１６２の内側境界１６２ａと外側境界１６２ｂとの間の中央に位置する部分
である。即ち、中央部１６２ｃは、内側境界１６２ａと外側境界１６２ｂから径方向にお
いて等距離にある部分である。したがって、中央部１６２ｃは、筒形状を有する。
【００６０】
　プラズマ処理装置１では、第１導線８１及び第２導線８２の各々は、接合領域２３内に
おいて、第２支持領域１６２の内側境界１６２ａ及び外側境界１６２ｂのそれぞれに対し
て大きな距離を有するように配置される。したがって、第１導線８１及び第２導線８２の
各々とプラズマ空間との間に大きな距離を確保することが可能となる。即ち、第１導線８
１と接合領域２３の内縁との間、第１導線８１と接合領域２３の外縁との間に、大きな距
離を確保することが可能となる。また、第２導線８２と接合領域２３の内縁との間、第２
導線８２と接合領域２３の外縁との間に、大きな距離を確保することが可能となる。
【００６１】
　一実施形態においては、上述したように、第１導線８１及び第２導線８２の各々は、接
合領域２３内において中央部１６２ｃ上で延在していてもよい。この実施形態によれば、
第１導線８１及び第２導線８２の各々とプラズマ空間との間の距離が最大になる。
【００６２】
　一実施形態において、第１電極２２１は、第１突出部２２１ｐを有していてもよい。第
１突出部２２１ｐは、図４に示すように、第１電極２２１を中央部１６２ｃに対して外側
に拡張するように、中央部１６２ｃに対して外側に延び出している。この実施形態におい
て、第２電極２２２は、第１突出部２２１ｐに沿って延在する第２の窪み２２２ｒを有し
ている。第１導線８１は、第１突出部２２１ｐに接続している。第１導線８１は、第１突
出部２２１ｐから下方に延びている。即ち、第１突出部２２１ｐは、第１電極２２１と第
１導線８１との接触箇所である。
【００６３】
　一実施形態において、第２電極２２２は、第２突出部２２２ｐを有していてもよい。第
２突出部２２２ｐは、図４に示すように、第２電極２２２を中央部１６２ｃに対して内側
に拡張するように、中央部１６２ｃに対して内側に延び出している。第１電極２２１は、
第２突出部２２２ｐに沿って延在する第１の窪み２２１ｒを有している。第２導線８２は
、第２突出部２２２ｐに接続している。第２導線８２は、第２突出部２２２ｐから下方に
延びている。即ち、第２突出部２２２ｐは、第２電極２２２と第２導線８２との接触箇所
である。
【００６４】
　図４に示すように、第１電極２２１は、第１突出部２２１ｐを含む複数の突出部と第１
の窪み２２１ｒを含む複数の窪みを周方向において交互に提供するように形成されていて
もよい。また、第２電極２２２は、第２突出部２２２ｐを含む複数の突出部と第２の窪み
２２２ｒを含む複数の窪みを周方向において交互に提供するように形成されていてもよい
。
【００６５】
　以下、図６及び図７を参照する。図６及び図７は、別の例示的実施形態に係る基板支持
器のチャック領域における第１電極及び第２電極のレイアウトを概略的に示す図である。
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図６及び図７に示すように、第１電極２２１の外縁及び第２電極２２２の内縁は、波状に
形成されていてもよい。図６及び図７に示す各実施形態では、第１電極２２１の外縁は、
周方向に沿って中央部１６２ｃに対して外側と内側とで交互に延在している。第２電極２
２２の内縁は、周方向に沿って中央部１６２ｃに対して外側と内側とで交互に延在してお
り、且つ、第１電極２２１の外縁に沿って延在している。図６及び図７に示すように、第
１電極２２１の外縁及び第２電極２２２の内縁は、曲線状であってもよく、折れ線状であ
ってもよい。
【００６６】
　図１～図７に示したチャック領域２２は、チャック領域２０から分離されている。しか
しながら、基板支持器１６は、チャック領域２０とチャック領域２２を一体化した一つの
静電チャックを有していてもよい。即ち、チャック領域２０とチャック領域２２とが一体
化されていてもよい。
【００６７】
　再び図１～図３を参照する。一実施形態において、プラズマ処理装置１は、フォーカス
リングＦＲに電圧を印加することが可能であるように構成されている。フォーカスリング
ＦＲに負極性の電圧が印加されると、フォーカスリングＦＲ上のシースの上端位置が調整
される。基板支持器１６は、導電構造２４及びホルダー２５を更に有する。導電構造２４
は、フォーカスリングＦＲに電気的に接続するように構成されている。導電構造２４は、
導電路２６及び接続部材２７を含む。
【００６８】
　導電路２６は、第２支持領域１６２に対して径方向において外側に端子領域２６ｔを提
供している。導電路２６は、端子領域２６ｔから下方に延びている。導電路２６は、一つ
以上の導体から形成されている。一実施形態において、プラズマ処理装置１は、絶縁領域
を更に備え得る。絶縁領域は、第２支持領域１６２の径方向外側及び下部電極１８の下方
で延在している。導電路２６は、絶縁領域の中で延在している。
【００６９】
　一実施形態において、絶縁領域は、複数の絶縁部材９１～９６から構成されている。な
お、絶縁領域を構成する絶縁部材の個数は任意の個数であり得る。複数の絶縁部材９１～
９６は、石英又は酸化アルミニウムから形成されている。絶縁部材９１は、略円筒形状を
有している。絶縁部材９１は、チャンバ１０の底部から上方に延びている。絶縁部材９２
及び９３の各々は、略円盤形状を有している。絶縁部材９３の直径は、絶縁部材９２の直
径よりも小さい。絶縁部材９３は、絶縁部材９２上に設けられている。下部電極１８は、
絶縁部材９３上に設けられている。
【００７０】
　絶縁部材９４は、略環形状を有している。絶縁部材９４は、絶縁部材９２の周縁部上に
配置されている。絶縁部材９４は、径方向において絶縁部材９３の外側に配置されている
。絶縁部材９４は、絶縁部材９３の外周面に沿って周方向に延在している。絶縁部材９５
は、略円筒形状を有している。絶縁部材９５は、絶縁部材９４の外径よりも小さい外径を
有している。絶縁部材９５は、絶縁部材９４上に配置されている。絶縁部材９５は、下部
電極１８の外周面及びチャック領域２２の外縁に沿って延在している。
【００７１】
　チャンバ１０の底部からは筒状部９７が上方に延びている。筒状部９７は、略円筒形状
を有する。筒状部９７は、絶縁部材９１の外周面に沿って延在している。筒状部９７は、
アルミニウムといった金属から形成されている。筒状部９７は、チャンバ１０と同じく接
地されている。絶縁部材９６は、略円筒形状を有している。絶縁部材９６は、筒状部９７
上に配置されている。絶縁部材９６は、絶縁部材９２の外周面、絶縁部材９４の外周面、
ホルダー２５の外周面、及びフォーカスリングＦＲの外周面に沿って延在している。
【００７２】
　一実施形態において導電路２６は、絶縁部材９４上に端子領域２６ｔを提供している。
導電路２６は、絶縁部材９４及び絶縁部材９２の中を通って下方に延在している。導電路
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２６には、ローパスフィルタ９８を介して電源９９が電気的に接続されている。ローパス
フィルタ９８は、電源９９に流入する高周波を減衰させるか又は遮断するように構成され
ている。電源９９は、フォーカスリングＦＲに印加される直流電圧又は高周波電圧を発生
するように構成されている。電源９９からフォーカスリングＦＲに印加される電圧は、負
極性の電圧であり得る。
【００７３】
　接続部材２７は、導電路２６の端子領域２６ｔ上に配置されている。接続部材２７は、
フォーカスリングＦＲと端子領域２６ｔとを互いに電気的に接続する。接続部材２７は、
端子領域２６ｔ上に配置されている状態で、フォーカスリングＦＲの面ＦＲＳに対面する
。面ＦＲＳは、接続部材２７に対して径方向において外側で延在しており、径方向内側を
向いている。
【００７４】
　一実施形態において、フォーカスリングＦＲは、第１環状部ＦＲ１及び第２環状部ＦＲ
２を有していてもよい。第１環状部ＦＲ１は、環状且つ板状をなし、第２支持領域１６２
上（即ち、チャック領域２２上）に配置される。プラズマ処理装置１では、基板Ｗは、第
１環状部ＦＲ１によって囲まれた領域内に配置される。第２環状部ＦＲ２は、面ＦＲＳを
提供している。第２環状部ＦＲ２は、接続部材２７に対面するように第１環状部ＦＲ１の
外周部から下方に延在している。
【００７５】
　ホルダー２５は、接続部材２７を下方に押圧し、且つ、接続部材２７にフォーカスリン
グＦＲの面ＦＲＳを押圧させるように、接続部材２７を保持する。基板支持器１６では、
ホルダー２５によって接続部材２７が下方に押圧されるので、接続部材２７と端子領域２
６ｔとの間の確実な電気的接続が実現される。また、接続部材２７は、ホルダー２５によ
って保持されている状態では、径方向において接続部材２７の外側に配置されるフォーカ
スリングＦＲの面ＦＲＳを押圧する。したがって、接続部材２７とフォーカスリングＦＲ
との間の確実な電気的接続が実現される。また、接続部材２７がフォーカスリングＦＲの
面ＦＲＳを押圧する方向は、チャック領域２２とフォーカスリングＦＲとの間で発生する
静電引力が発揮される方向に略直交する方向である。したがって、フォーカスリングＦＲ
を保持する静電引力に対抗する力の発生を抑制しつつフォーカスリングＦＲに接続するこ
とが可能な電気的パスが提供される。この基板支持器１６によれば、フォーカスリングＦ
Ｒは第２支持領域１６２に安定的に保持される。また、フォーカスリングＦＲとチャック
領域２２との間に伝熱ガスが供給されている場合でも、フォーカスリングＦＲは第２支持
領域１６２に安定的に保持される。したがって、フォーカスリングＦＲとチャック領域２
２との間に供給される伝熱ガスの圧力を高めることが可能である。故に、フォーカスリン
グＦＲの温度調整の効率を高めることが可能となる。
【００７６】
　一実施形態において、接続部材２７は、第１部分２７１及び第２部分２７２を有してい
てもよい。第１部分２７１は、フォーカスリングＦＲの面ＦＲＳに対面する。第２部分２
７２は、第１部分２７１の下部に連続している。第２部分２７２は、第１部分２７１の下
部から径方向において外側に延在する。この実施形態において、接続部材２７の断面形状
はＬ字である。
【００７７】
　ホルダー２５は、第２部分２７２を下方に押圧するように接続部材２７を保持する。一
実施形態では、ホルダー２５は、絶縁部材９４上に配置される。ホルダー２５は、ねじ２
８によって絶縁部材９４に固定される。一実施形態において、ホルダー２５は、主部２５
１及び突出部２５２を有している。主部２５１は、略円筒形状を有している。主部２５１
は、絶縁部材９４上に配置される。突出部２５２は、主部２５１の上端から径方向におい
て内側に突き出ている。突出部２５２は、接続部材２７の第２部分２７２上に配置される
。ホルダー２５が固定されると、接続部材２７の第２部分２７２が下方に押圧されて、第
１部分２７１が径方向において外側に力を発揮する。その結果、接続部材２７とフォーカ
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スリングＦＲとを互いに確実に接触させることが可能となる。
【００７８】
　一実施形態において、基板支持器１６は、導電部材５８を更に有していてもよい。導電
部材５８は、導電性と弾性を有する。導電部材５８は、例えば導体から形成されたスパイ
ラル・スプリング・ガスケットであり得る。導電部材５８は、接続部材２７と端子領域２
６ｔとの間で挟持される。
【００７９】
　一実施形態において、基板支持器１６は、導電部材５９を更に有していてもよい。導電
部材５９は、導電性と弾性を有する。導電部材５９は、例えば導体から形成されたスパイ
ラル・スプリング・ガスケットであり得る。導電部材５９は、接続部材２７とフォーカス
リングＦＲの面ＦＲＳとの間で挟持される。別の実施形態において、接続部材２７の第１
部分２７１は、弾性を有し、フォーカスリングＦＲの面ＦＲＳを付勢してもよい。
【００８０】
　一実施形態において、ホルダー２５は、絶縁性を有していてもよい。ホルダー２５は、
例えば石英又は酸化アルミニウムから形成される。ホルダー２５及びフォーカスリングＦ
Ｒ（即ち、その第２環状部ＦＲ２）は、接続部材２７をプラズマから遮蔽している。この
実施形態では、接続部材２７が、プラズマから保護される。
【００８１】
　以上、種々の例示的実施形態について説明してきたが、上述した例示的実施形態に限定
されることなく、様々な省略、置換、及び変更がなされてもよい。また、異なる実施形態
における要素を組み合わせて他の実施形態を形成することが可能である。
【００８２】
　例えば、プラズマ処理装置１は、容量結合型のプラズマ処理装置であるが、別の実施形
態に係るプラズマ処理装置は、異なるタイプのプラズマ処理装置であってもよい。そのよ
うなプラズマ処理装置は、任意のタイプのプラズマ処理装置であり得る。そのようなプラ
ズマ処理装置としては、誘導結合型のプラズマ処理装置、マイクロ波といった表面波によ
ってプラズマを生成するプラズマ処理装置が例示される。
【００８３】
　また、別の実施形態においては、チャック領域２２は、静電引力を発生するために用い
られる電極として、三つ以上の電極を有していてもよい。
【００８４】
　また、図３に示す例では、第１電極２２１に印加される電圧及び第２電極２２２に印加
される電圧は共に正極性の電圧である。しかしながら、第１電極２２１と第２電極２２２
との間に電位差が発生する限り、第１電極２２１に印加される電圧及び第２電極２２２に
印加される電圧のそれぞれの極性は限定されるものではない。また、第１電極２２１及び
第２電極２２２のうち一方の電位は０Ｖであってもよい。また、第１電極２２１及び第２
電極２２２との間で電位差を生じさせるために、単一の電源が用いられてもよい。
【００８５】
　さらに、接続部材２７の個数は限定されるものではない。端子領域２６ｔとフォーカス
リングＦＲとの電気的接続のために、複数の接続部材２７が用いられてもよい。複数の接
続部材２７は、周方向に沿って配列されていてもよい。複数の接続部材２７は、周方向に
沿って等間隔に配置されていてもよい。
【００８６】
　次に上述のフォーカスリングへの給電構造について説明する。
【００８７】
　図８は、一つの例示的実施形態に係る給電構造の平面図であり、図９は、一つの例示的
実施形態に係る給電構造の一部を分解して示す斜視図である。ＸＹＺ三次元直交座標系を
設定し、鉛直方向をＺ軸方向とし、水平面を規定する直交２軸をＸ軸及びＹ軸とする。Ｘ
軸上に位置する接続部材２７の角度θ＝０°とする。
【００８８】
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　この給電構造は、上述の第１の接続部材群（接続部材２７）、第１の端子領域２６ｔ、
第２の接続部材群（接続部材２６ａ、２６ｂ、２６ｃ：図９参照）及び第２の端子領域２
６ｄを備えている。
【００８９】
　第１の接続部材群は、フォーカスリングの周方向に沿って等間隔に配置された複数の接
続部材２７からなる。本例では、周方向に沿って、１２個の接続部材２７が配置されてい
る。個々の接続部材２７は、フォーカスリングの径方向に平行な縦断面内において、Ｌ字
型の形状を有している。接続部材２７は、リング状の第１の端子領域２６ｔの上面に配置
されている（図９参照）。接続部材２７の上部である第１部分２７１の外側面には、導電
部材５９を保持するための溝５９ｇ（図１１参照）が形成され、溝５９ｇは周方向に沿っ
て延びている。導電部材５９は、接続部材２７及びフォーカスリングＦＲ（図１０）に接
触し、これらを電気的に接続している。接続部材２７の下方に位置する導電部材５８（図
１１参照）は、接続部材２７の下部である第２部分２７２の底面と、第１の端子領域２６
ｔに設けられた凹部５８ｇ（溝）の内壁面に接触している。凹部５８ｇは、第１の端子領
域２６ｔの上面に設けられており、凹部５８ｇ内に導電部材５８が配置されている。
【００９０】
　接続部材２７の頂面及び底面の形状は、いずれもほぼ長方形である。この長方形の形状
に関しては、角部にアールを設けることができ、また、フォーカスリングの周方向に沿う
ような形状に変形させることもできる。
【００９１】
　フォーカスリングの中心Ｏ（図８参照）を通りＸ軸方向に平行な中心線Ｘと、フォーカ
スリングの中心Ｏを通りＹ軸方向に平行な中心線Ｙを一点鎖線で示す。フォーカスリング
の中心Ｏから径方向に延びる線分間の角度をピッチとする。平面視において（Ｚ軸方向か
ら見て）、周方向に配置された複数の接続部材２７の重心位置を通る線分は、角度α１の
ピッチで配置されている。本例では、１２個の接続部材２７が周方向に沿って等間隔に配
置されているので、角度α１＝３０°である。平面視において、接続部材２７の重心位置
の動径をｒとし、その極座標を（ｒ，θ）とすれば、Ｎ個の接続部材２７の位置は、極座
標（ｒ，αｎ）で与えられる。但し、αｎ＝α１×（ｎ－１）（１≦ｎ≦Ｎを満たす整数
）。
【００９２】
　なお、上段の接続部材２７の下には、リング状の第１の端子領域２６ｔが配置され、さ
らにその下には、第２の接続部材群（接続部材２６ａ、２６ｂ、２６ｃ）が設けられ、各
接続部材は、フォーカスリングの周方向に沿って、等間隔に配置されている。接続部材（
２６ａ、２６ｂ、２６ｃ）は、導電路２６の一部である。導電路２６は、リング状の第２
の端子領域２６ｄを備えている。１塊の接続部材（２６ａ、２６ｂ、２６ｃ）は、最上部
の上部導体２６ａ、上部導体２６ａの下部に位置する台座部品２６ｂ、及び、台座部品２
６ｂの下部に位置するベース部品２６ｃからなる。この接続部材（２６ａ、２６ｂ、２６
ｃ）の位置は、上部導体２６ａの重心位置で、その位置を代表することとする。
【００９３】
　平面視において、複数の上部導体２６ａの重心位置を通る線分は、角度β１×２のピッ
チで配置されている。本例では、１２個の上部導体２６ａが周方向に沿って等間隔に配置
されているので、角度β１＝１５°であり、β１×２＝３０°である。平面視において、
上段の接続部材２７の位置と、下段の接続部材（２６ａ、２６ｂ、２６ｃ）の位置とは、
フォーカスリングの周方向に沿って、β１＝α１／２＝１５°だけずれている。平面視に
おいて、接続部材（２６ａ、２６ｂ、２６ｃ）の重心位置の動径をｒとし、その極座標を
（ｒ，θ）とすれば、Ｋ個の接続部材（２６ａ、２６ｂ、２６ｃ）の位置は、極座標（ｒ
，βｋ）で与えられる。但し、βｋ＝β１＋α１×（ｋ－１）（１≦ｋ≦Ｋを満たす整数
）。なお、本例では、Ｎ＝Ｋ＝１２である。
【００９４】
　このように、第１の接続部材群の接続部材２７の位置と、第２の接続部材群の接続部材
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（２６ａ、２６ｂ、２６ｃ）の位置は、平面視において、フォーカスリングの周方向に沿
ってずれている。これにより、第1の接続部材群の接続部材２７を流れる電流分布と、第
２の接続部材群の接続部材（２６ａ、２６ｂ、２６ｃ）を流れる電流分布とは、平面視に
おいて、周方向にずれることになるので、面内における全体の電流分布は均一化される。
これにより、面内のプラズマ（シース電界）の偏分布をさらに抑制することができる。
【００９５】
　図９を参照すると、接続部材２７は、リング状の第１の端子領域２６ｔ上に配置されて
いる。第１の端子領域２６ｔの下面には、周方向に沿った凹部（溝）が設けられており、
この凹部５８ｂｇ（図１１参照）内に、導電部材５８ｂが配置されている。なお、導電部
材５８ｂは、リング状に連続している。導電部材５８ｂは、下段に位置する接続部材の上
部導体２６ａの頂面上に位置し、第１の端子領域２６ｔと、上部導体２６ａとを電気的に
接続している。
【００９６】
　鉛直方向に縦長の上部導体２６ａは、水平方向に横長の台座部品２６ｂの上面に一体的
に結合しており、径方向に沿った全体の縦断面形状は、逆Ｔ字型になっている。台座部品
２６ｂの底面には、凹部１５８ｇ（図１２参照）が形成されている。凹部１５８ｇ内には
、導電部材１５８が配置されている。導電部材１５８は、下部に位置するベース部品２６
ｃと、上部に位置する台座部品２６ｂとを電気的に接続している。複数のベース部品２６
ｃは、リング状の第２の端子領域２６ｄの外周面に固定されており、リングの周方向に沿
って、等間隔に配置され、リングから放射状に延びるように配置されている。
【００９７】
　ここで、導電部材５９、導電部材５８、導電部材５８ｂ、導電部材１５８は、いずれも
弾性を有するバネ材料からなる。それぞれの導電部材は、連続していてもよいし、分離さ
れていてもよい。導電性のあるバネ材料としては、ベリリウム銅が知られており、スパイ
ラル・スプリング・ガスケットなどに用いることができる。すなわち、導電部材は、スプ
リングでもあるが、スプリングの形状としては、帯状の板バネを捻じった形状を用いるこ
とができ、シール材としての機能を持たせることもできる。
【００９８】
　以上、説明したように、上述の給電構造は、プラズマ処理装置用の処理容器内に配置さ
れるフォーカスリングにバイアス電位を与えるよう、フォーカスリングの周方向に沿って
配置された複数の接続部材２７からなる。また、第１の端子領域２６ｔは、リング状であ
り、複数の接続部材２７に電気的に接続されている。
【００９９】
　フォーカスリングにバイアス電位を与える際、バイアス電位の供給線には、プラズマ発
生用の高周波が重畳される。バイアス電位の供給線が１本である場合、重畳した高周波が
供給線に流れ、プラズマの面内分布に偏りが生じる。一方、本形態においては、複数の接
続部材２７をフォーカスリングの周方向に沿って配置し、これらの接続部材２７をリング
状の第１の端子領域２６ｔに電気的に接続している。これにより、接続部材２７を介して
流れる高周波の周方向分布を均一化することができる。これにより、面内のプラズマの偏
分布を抑制することができる。
【０１００】
　なお、プラズマに起因する高周波は、フォーカスリングから導電部材５９、接続部材２
７、導電部材５８、第１の端子領域２６ｔ、導電部材５８ｂ、上部導体２６ａ、台座部品
２６ｂ、ベース部品２６ｃ、第２の端子領域２６ｄを順次介して流れる。そして、第２の
端子領域２６ｄからローパスフィルタ９８に流れる。ローパスフィルタ９８は、高周波成
分を除去するので、ローパスフィルタ９８に接続された電源９９は高周波電流又は高周波
電圧から保護される。
【０１０１】
　また、第1の端子領域２６ｔは、固定電位が与えられる処理容器の内壁面（図８のＧＮ
Ｄ）から離間配置されている。バイアス電位が与えられる供給線としての第1の端子領域
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２６ｔは、処理容器の電位の影響を受ける。処理容器の電位は、グランド電位などの固定
電位に設定されている。したがって、リング状の第1の端子領域２６ｔを、処理容器の内
壁面（図８のＧＮＤ）から離間配置すると、周方向に亘って第1の端子領域２６ｔの電位
が安定化する。これにより、面内のプラズマの偏分布をさらに抑制することができる。な
お、処理容器の内壁面は、平面視において、多角形又は円形であり、第1の端子領域２６
ｔの外周面も多角形又は円形であり、これらの離間距離は、周方向に亘って、ほぼ一定で
ある。円形であれば、これらはＺ軸に対して軸対称の形状であるが、多角形であっても、
Ｚ軸を通る複数の縦断面内において面対称な形状となり、このように対称性のある形状の
場合には、プラズマの偏分布をさらに抑制することができる。
【０１０２】
　また、上述のように、本例の給電構造は、第１の端子領域２６ｔから離間し、第１の端
子領域２６ｔに電気的に接続されたリング状の第２の端子領域２６ｄを備えている。第１
の端子領域２６ｔと第２の端子領域２６ｄとは、複数の接続部材（２６ａ、２６ｂ、２６
ｃ）からなる第２の接続部材群によって、物理的及び電気的に接続されている。この構造
は、リング状の第２の端子領域２６ｄと、複数の接続部材（２６ａ、２６ｂ、２６ｃ）か
らなる第２の接続部材群とを備えている。したがって、リング状の第１の端子領域２６ｔ
及び第１の接続部材群の場合と同様に、これを流れる高周波の周方向分布を均一化するこ
とができる。このように、リング状の端子領域を多段構成とすると、面内のプラズマの偏
分布をさらに抑制することができる。
【０１０３】
　次に、上述の部材の組み立て構造について、更に説明する。
【０１０４】
　図１０は、一つの例示的実施形態に係る給電構造の縦断面構造を分解して示す図であり
、図３に示した構造の組み立て時の構造を示している。
【０１０５】
　組み立て時においては、まず、絶縁部材９１上に、一体化した第２の端子領域２６ｄ及
びベース部品２６ｃを配置する。ベース部品２６ｃ上に、導電部材１５８を介して、逆Ｔ
字型を構成する台座部品２６ｂ及び上部導体２６ａからなる接続部材を配置する。次に、
台座部品２６ｂの上面を押さえるように、絶縁部材９２を配置する。絶縁部材９２は、上
部導体２６ａが通る部分が開口している。さらに、絶縁部材９２上に絶縁部材９３を配置
する。絶縁部材９３は、周縁部に段差が設けられている。この段差に係合するように、リ
ング状の絶縁部材９４を配置する。絶縁部材９４は、上部導体２６ａが通る部分が開口し
ている。しかる後、上部導体２６ａの頂面上に、導電部材５８ｂを介して、第１の端子領
域２６ｔを配置する。第1の端子領域２６ｔの上面の凹部内には、導電部材５８が設けら
れている。
【０１０６】
　次に、第1の端子領域２６ｔの上面上に、導電部材５８を介して、Ｌ字型の接続部材２
７を配置する。Ｌ字型の接続部材２７の外側の上面は、押さえ部材を構成するホルダー２
５によって、下方に押される。これにより、Ｌ字型の接続部材２７は、Ｌ字の下方の角部
を回転軸として外側に回転し、接続部材２７の上部に設けられた導電部材５９が、フォー
カスリングＦＲの下部内面に接触する。ホルダー２５には、ねじ２８を挿入する孔が設け
られており、ねじ２８は、絶縁部材９４の上部に設けられたネジ孔に螺合する。ホルダー
２５上には、上部にリムを有する筒状の絶縁部材９６が設けられる。当該リムは、ホルダ
ー２５の上面を押さえ、筒状の絶縁部材９６の内面が、ホルダー２５、絶縁部材９４及び
絶縁部材９２の外周面上をスライドして嵌り、これらの部材の径方向移動を規制する。ま
た、各部材を下方に押さえる機能も有する。
【０１０７】
　図１１は、給電構造の上部に位置する接続部材を分解して示す斜視図である。
【０１０８】
　上述のように、リング状の第1の端子領域２６ｔの上面には、リングの周方向に沿って
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延びた凹部５８ｇが形成されており、凹部５８ｇ内には、導電部材５８が配置されている
。第1の端子領域２６ｔの下面に設けられた凹部５８ｂｇ内には、導電部材５８ｂが設け
られている。Ｌ字型の接続部材２７に設けられた溝５９ｇの幅は一定であってもよいが、
両端部が若干狭くなった形状であってもよい。これにより、導電部材５９が、溝５９ｇか
ら外れにくくなる。
【０１０９】
　図１２は、給電構造の下部に位置する接続部材の底面図である。
【０１１０】
　この接続部材の下部には台座部品２６ｂが位置し、底面には凹部１５８ｇが形成されて
いる。凹部１５８ｇの長手方向は、上述のリング状の第２の端子領域２６ｄの周方向或い
は外周の輪郭線の接線方向に沿っている。
【０１１１】
　なお、上述の給電構造は、様々な変形が可能である。
【０１１２】
　図１３は、別の例示的実施形態に係る給電構造の平面図である。
【０１１３】
　同図に示す給電構造は、図８に示した給電構造と比較して、リング状の第1の端子領域
２６ｔ及び第２の端子領域２６ｄの形状のみが異なる。図８においては、これらの形状は
円形であったが、本例では多角形（２４角形）である。第２の端子領域２６ｄの外周面か
らは垂直にベース部品２６ｃが突き出している。また、平面視において、接続部材２７は
、リング状の第1の端子領域２６ｔの内壁面に平行に延びている。リング状の第1の端子領
域２６ｔ及び第２の端子領域２６ｄが円形である場合には、応力が均等にかかるため、物
理的な耐久性に優れる。また、これらが多角形である場合には、平面視において、内壁面
又は外壁面に平行に接続部材を取り付ければよいので、これらの位置合わせが容易となる
。なお、多角形の形状は、２４角形でなくてもよい。
【０１１４】
　図１４は、別の例示的実施形態に係る給電構造の一部を分解して示す斜視図であり、図
１３の給電構造を示している。また、図１５は、別の例示的実施形態に係る給電構造の縦
断面構造を示す図である。
【０１１５】
　図１４の構造では、導電部材５９、導電部材５８、及び導電部材１５８が、周方向に連
続したリング状である点が、図９に示したものと異なり、その他の点は、同一である。こ
の構造の場合、下段の接続部材間の領域において、導電部材１５８の下方に位置し、且つ
、これを支持する絶縁部材９１ｐ（図１５参照）又は絶縁部材９１からの凸部が必要とな
る。図１４の構造の場合、導電部材５９、導電部材５８及び導電部材１５８がリング状で
あるため、組み立て時の取り扱いが容易となる。一方、図９のように導電部材１５８が複
数箇所において分離して配置されている場合には、導電部材１５８を支持するための絶縁
部材９１ｐが不要となる。
【０１１６】
　なお、上述のプラズマ処理装置は、上記に開示された何れかの給電構造を備えることが
でき、面内のプラズマの偏分布を抑制することができる。
【０１１７】
　以上の説明から、本開示の種々の実施形態は、説明の目的で本明細書において説明され
ており、本開示の範囲及び主旨から逸脱することなく種々の変更をなし得ることが、理解
されるであろう。したがって、本明細書に開示した種々の実施形態は限定することを意図
しておらず、真の範囲と主旨は、添付の特許請求の範囲によって示される。
【符号の説明】
【０１１８】
　１６…基板支持器、１６１…第１支持領域、１６２…第２支持領域、２４…導電構造、
２６…導電路、２６ｔ…第１の端子領域、２７…接続部材、２５…ホルダー、５９…導電
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部材、５８…導電部材、５８ｂ…導電部材、２６ａ…上部導体（接続部材）、２６ｂ…台
座部品（接続部材）、２６ｃ…ベース部品（接続部材）、２６ｄ…第２の端子領域、９８
…ローパスフィルタ。９９…電源。

 

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(20) JP 6960390 B2 2021.11.5

【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】
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